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平成元年(1989) 309,488 84.9% 476,786 88.0%
2年(1990) 339,125 93.0% 492,340 90.9%
3年(1991) 354,664 97.3% 521,899 96.4%
4年(1992) 364,687 100.0% 541,604 100.0%
5年(1993) 360,516 98.9% 554,973 102.5%
6年(1994) 343,256 94.1% 560,815 103.5%
7年(1995) 335,347 92.0% 568,576 105.0%
8年(1996) 335,590 92.0% 579,148 106.9%
9年(1997) 327,461 89.8% 586,688 108.3%
10年(1998) 315,483 86.5% 590,743 109.1%
11年(1999) 308,815 84.7% 589,559 108.9%
12年(2000) 313,718 86.0% 599,655 110.7%
13年(2001) 314,714 86.3% 603,953 111.5%
14年(2002) 326,632 89.6% 609,337 112.5%
15年(2003) 338,264 92.8% 604,785 111.7%
16年(2004) 335,102 91.9% 598,331 110.5%
17年(2005) 326,593 89.6% 603,760 111.5%
18年(2006) 300,834 82.5% 603,054 111.3%
19年(2007) 282,019 77.3% 613,613 113.3%
20年(2008) 254,749 69.9% 607,159 112.1%
21年(2009) 247,823 68.0% 608,731 112.4%
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(11.0) (45.0) (9.3) (27.1) (7.6) (100)
123 506 104 305 85 1,123
(2.7) (43.2) (18.9) (25.7) (9.5) (100)
2 32 14 19 7 74
(5.0) (20.8) (10.2) (59.0) (5.0) (100)
32 134 66 381 32 645
(1.9) (27.3) (7.8) (59.7) (3.3) (100)
3 42 12 92 5 154
(2.5) (30.2) (8.3) (52.0) (7.0) (100)
6 73 20 126 17 242
(42.9) (40.8) (10.2) (4.1) (2.0) (100)
21 20 5 2 1 49
(5.9) (59.1) (8.8) (19.1) (7.1) (100)
30 300 45 97 36 508
(0.5) (11.8) (17.3) (69.7) (0.7) (100)
4 98 144 581 6 833
(29.6) (50.2) (3.8) (15.4) (1.0) (100)
85 144 11 44 3 287
(7.8) (34.5) (10.7) (42.1) (4.9) (100)






























































































































































      
表3-2　授業講習科目及び時間数




  論理学 27
知識を学ぶ   哲学 15
  情報科学 9




  教育の基盤   教育原理 30
教育の原理を系統
的に学ぶ
  教育方法 15
  教育心理学 30




  看護論   看護論 30
看護学の教授、学
習活動に
  看護論演習 30
関する理論を学ぶ   看護教育学   看護教育論 18
  看護教育制度 15
  看護教育課程   看護教育課程 60
  看護教育課程演習 150
 （専門領域別演習含）
  看護教育方法   看護教育方法 90
  看護教育方法演習 90
  看護教育実習   看護教育実習 90
  在宅看護実習 30
看護教育評価   看護教育評価 30
  研究   研究方法 60




  文化人類学 9
を促す   社会保障論 15
  特別講義 21
  その他 27































































































































































































































































































% 専門学校卒 短大卒 ４年制大卒 大学院卒 その他
 
（資料）津田敏 修士論文「教員資格から考察した専修学校の一条校化」2010年 P47 
 （χ 2=34.264、df=20、p<0.05） 
 




「教員資格から考察した専修学校の一条校 10 Ｐ 47
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に、教授、准教授及び助教を置くほか、必要に
応じ講師を置く。」「２　教授は、専攻分野につ
いて、教育上、研究上又は実務上の特に優れた
知識、能力及び実績を有する者であって、学生
を教育し、研究に従事する。」など５項目から
なっている。非大学セクターである大学校にお
いても、短大・大学の教員資格とほぼ同じ内容
で規定され、教授、准教授、助教、講師を配し
ているのである。
Ⅶ．まとめ
学校教育法など法規定から見る教員資格は、
短大・大学の教員資格に対し、専門学校の教員
資格は明らかに異なっている。また、非大学セ
クターである大学校の教員資格は、学校基本法
に規定がなく、大学校についての法律もないが、
短大・大学の教員と遜色のない教員規定がある。
専門学校は、入学資格要件が短大・大学と同
じく高校卒であり、法的に短大・大学に編入学
ができ、４年制専門学校卒は大学院への入学資
格があるように高等教育機関に属する位置づけ
がなされている。よって専門学校の教員資格は、
短大・大学、大学校と同じような教員資格に整
えなければならないと考える。そうでなければ
矛盾が生じる。現に生じている。専門学校卒の
教員が教える学生が、修士以上の学位を持った
教員が教える短大・大学に編入学や入学を果た
すことが可能だからである。専門学校から大学
へ編入学ができることや４年制の専門学校から
大学院へ入学することができるといった学校制
度的に法的に解釈して納得がいったとしても、
教員資格から解釈したとき、大学の教員サイド
から見たとき、専門学校卒の教員と修士以上の
学位をもつ大学教員とが同じライン同レベルの
扱いを受ける、矛盾した納得のいかない制度で
あるからである。専門学校の教員資格は、短大・
大学、大学校と同じような教員資格に整えなけ
ればならない。
また、専門学校の教員は、学歴のばらつきや
実務経験の異なる者が教員として従事している
ことからも教員資格を統一する必要があると考
える。「大学教員の採用基準を厳格にすべきだ。
最も客観的な評価基準である博士号取得を義務
づけたうえ・・・」（14）と大学教員に対する基
準さえ厳格化すべきであるとの意見があるくら
いである。もちろん、「社会で経験を積んだ人
間が教壇に立つことには意義がある」（15）、「各
大学がそれぞれ掲げる研究や教育の目標に沿っ
て慎重に採用し、研修、評価などで教員の質を
高く保つ」（16）といった実務家教員の採用を重
んじる意見もある。しかし、現在の専門学校の
教員資格には、上記２点の理由から専門学校の
教員資格は、短大・大学、大学校の教員と同じ
ような資格が必要であると考える。
2009年中央教育審議会は、職業教育に絞った
構想から「新学校種」創設を打ち出した。今日
の専門学校は、その「新学校種」構想に合致す
るだろうか。専門学校教員は、資格取得教育が
できても職業教育はできるであろうか。担う科
目の資格は取得しているが、職業教育ができる
能力は備わっているだろうか。職業教育は、職
業に就く能力育成である。専門学校は、設立以
来資格取得、即戦力をスローガンに職業教育を
行って来たと言っている。しかし、専門学校が
言っている教育は、資格取得教育であり、就職
に就くためのパスポート取得教育である。明ら
かに職業教育とは言えない教育である。専門学
校の教員資格を、短大・大学、大学校と同じよ
うなレベルにするならば教員の基礎力が上が
り、教育内容が変わることが期待できる。決し
てこのままの資格取得教育が続くことはない。
よって職業教育も可能となると考える。
専門学校の教員資格は、学問的基礎を備えた
教員、学位としては修士以上とし、実務は、第
三者が認める実績を重んじる実務とする。第三
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者が業界で認める場においての成果発表や実務
業績を問う必要性がある。曖昧な実務経験、社
会に出て何年といった形だけの実務経験でも、
誰にでも当てはまるような社会経験であっても
ならない。公の者が評価した実績を持つ実務経
験としなければならない。看護師を例に取れ
ば、単に病院で数年働いていたという経験では
なく、看護師協会や学会において成果を発表し
た、実務経験から体得した内容を論文にしたと
いった教員としての基礎力をもって実務経験と
する規定を設ける必要がある。
しかし、修士以上という規定には問題がない
わけではない。専門学校を母体とする大学院大
学を持つ学校がほとんどないということであ
る。あっても情報大学院大学等分野、地域に偏
りがあり、修士の学位習得は現段階の専門学校
では難しい。大学に頼るしか取得方法はない。
現段階で専門学校の教員資格を修士以上とする
ならば、教員資格から解釈すれば前述したよう
に矛盾するが、大学との連携を構築していかな
ければならない。４年制の専門学校は、2005（平
成17）年大学院受験資格を認められているので
問題はない。２年制、３年制の専門学校につい
て、大学に理解を求め、編入学を積極的に受け
入れてもらい、大学院への道を開くことである。
専門学校の分野については大学が開講している
ので問題はない。学校制度を整えるより、明ら
かにスムーズな教員養成が行えることは間違い
ない。
大学においては、編入学や大学院への入学者
の確保と大学院から専門学校の教員への就職の
ルートが増えるというメリットもあり積極的に
進めることができる制度であると考える。
専門学校には今日まで35年間培って来た教育
の体質がある。専門学校で教える教員資格、質
の問題ともいえる。専門学校の教員資格を整え
ることは専門学校が資格取得教育から脱皮がで
きる方向へ大きく踏み出すことであり、ひいて
は専門学校の存在意義を見出す新しい道への方
向づけができるものと考える。
【注】
（１） 梶原宣俊著『専門学校教育論』2000年　学文社
　195頁
（２） 原　清治「Ⅲ−６専修学校」宮脇陽三編著『教
育学　生涯学習時代にむけて』1997年　ミネル
ヴァ書房　226頁 
（３） 大場　淳「日本における高等教育の市場化」
2009年  日本教育学会『教育学研究』第76巻第
２号　187頁
（４） 植上一希「公的職業資格制度と専門学校の歴史
的考察」2003年　東京大学大学院教育学研究科
生涯教育計画講座社会教育学研究室紀要編集委
員会　生涯学習・社会教育学研究. 28号　42頁
（５） 梶原宣俊著『専門学校教育論』2000年　学文社
　177頁
（６） 関口義著『専修学校全編/1975−2000』1990年
地域科学研究会　247頁
（７） 社団法人兵庫県専修学校各種学校連合会　平成
22年度版進学ガイド９−10頁より抜粋
（８） 全国専修学校各種学校総連合会編「平成19年度
全国専修学校各種学校総連合会　ブロック会議
１条校化推進運動（第１次報告）」2007年　資
料１　１頁
（９） 全国専修学校各種学校総連合会編「平成19年度
全国専修学校各種学校総連合会　ブロック会議
１条校化推進運動（第１次報告）」2007年　資
料２　15頁
（10） 関口義著 前掲書　28頁
（11） 同上　29頁
（12） 梶原宣俊著『専門学校教育論』2000年　学文社
180頁
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（14） 蟹瀬誠一　「教授の資質」2010年（平成22年）
11月27日　朝日新聞15面
（15） 松野弘　「教授の資質」同上
（16） 濱名篤　「教授の資質」同上
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